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日本大学商学部准教授。慶應義塾大学政策・メディア研究科修士課程修了。民間シンクタ
ンク研究員，在ジュネーブ国際機関日本政府代表部，OECD日本政府代表部専門調査員を
経て現職。専門は国際経済法。
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途上国からみた「貿易と環境」
―新しいシステム構築への模索―



「研究双書」シリーズ
（表示価格は本体価格です）

609
国際産業連関分析論 国際産業連関分析に特化した体系的研究書。アジア国際

産業連関表を例に，国際産業連関表の理論的基礎や作成
の歴史，作成方法，主要な分析方法を解説するとともに，
さまざまな実証分析を行い，その応用可能性を探る。

理論と応用
玉村千治・桑森啓編 ₂₀₁₄年　₂₅₁p.　3,100円

608
和解過程下の国家と政治 紛争勃発後の国々では和解の名のもとにいかなる動態的

な政治が展開されているのか。そしてその動態が国家の
あり方にどのように作用するのか。綿密な事例研究を通
して紛争研究の新たな視座を探究する。

アフリカ・中東の事例から
佐藤章編 ₂₀₁₄年　₂₉₀p.　3,700円

607
高度経済成長下のベトナム農業・農村の発展 高度経済成長期を迎え，ベトナムの農村も急速に

変容しつつある。しかしそれは工業化にともなう
農村経済の衰退という単純な図式ではない。ベト
ナム農業・農村経済の構造的変化を明らかにする。坂田正三編 ₂₀₁₃年　₂₃₆p.　2,900円

606
ミャンマーとベトナムの移行戦略と経済政策 1980年代末，同時期に経済改革・開放を始めたミ

ャンマーとベトナム。両国の経済発展経路を大
きく分けることになった移行戦略を金融，輸入代
替・輸出志向工業，農業を例に比較・考察する。久保公二編 ₂₀₁₃年　₁₇₇p.　2,200円

605
環境政策の形成過程 環境政策は，発展段階が異なる諸地域で，既

存の経済開発政策の制約の下，いかにして形
成されていったのか。中国，タイ，台湾，ド
イツ，アメリカの事例を取り上げ考察する。

「開発と環境」の視点から
寺尾忠能編 ₂₀₁₃年　₂₀₄p.　2,500円

604
南アフリカの経済社会変容 アパルトヘイト体制の終焉から20年近くを経

て，南アフリカはどう変わったのか。アフリ
カ民族会議（ANC）政権の政策と国際関係
に着目し，経済や社会の現状を読み解く。牧野久美子・佐藤千鶴子編 ₂₀₁₃年　₃₂₃p.　4,100円

603
グローバル金融危機と途上国経済の政策対応 激動する国際情勢の中で，開発途上国が抱え

るミクロ・マクロの金融問題に焦点を当て，
グローバル金融危機への政策対応のあり方を
探る国宗浩三編 ₂₀₁₃年　₃₀₃p.　3,700円

602
中国太湖流域の水環境ガバナンス 水環境政策が急展開する中国太湖流域。ロー

カルレベルでの政策実施状況を検証し，コミ
ュニティ円卓会議の社会実験をふまえ対話と
協働による環境再生の可能性と課題を探る。

対話と協働による再生に向けて
大塚健司編 ₂₀₁₂年　272p.　3,400円

601
タイの立法過程 アジアにおいて法律はどのようにして生まれ

ているのだろうか ? 政治対立で揺れ動くタイ
を事例に，国民の政治参加拡大のため模索さ
れてきた立法制度改革とその実態を俯瞰する。

国民の政治参加への模索
今泉慎也編 ₂₀₁₂年　234p.　2,900円

600
交錯する台湾社会 台湾社会はますます複雑になっている。その

まとまりは強まるのか，それとも弱まるのか。
エスニシティ，アイデンティティ，市民社
会・社会運動からアプローチする。沼崎一郎・佐藤幸人編 ₂₀₁₂年　374p.　4,600円

599
現代インドの国際関係 インドは国際関係においてますます存在感を

増しつつある。本書は多極化が進む国際関係
においてインドの「大国化」の現状を多面的
に検討し，「大国化」の意味を探る。

メジャー・パワーへの模索
近藤則夫編 ₂₀₁₂年　354p.　4,500円

598
紛争と国家形成 紛争を単に破壊現象としてのみ捉えるのでは

なく，政治と社会にかかわる包括的なプロセ
スとして捉え直し，国家との関係を探求する
紛争研究の新視角。

アフリカ・中東からの視覚
佐藤章編 ₂₀₁₂年　252p.　3,100円

597
開発途上国と財政ガバナンス改革 開発途上国において財政ガバナンス改革を実

現するための鍵は何か。課題の整理を行うと
ともに理論モデルの構築および実証分析を通
じてそれを明らかにする。小山田和彦編 ₂₀₁₂年　380p.　4,700円




